
汽水湖汚濁メカニズム解明調査ワーキンググループ報告の概要 

 

平成 26 年８月 22 日  

島根県環境生活部環境政策課  

（汽水湖汚濁メカニズム解明調査ワーキンググループ） 

１．経緯 

○湖沼水質保全計画に基づき、湖内に流入する汚濁負荷削減施策を続けてきたにも

かかわらず、宍道湖、中海の水質は横ばいで改善が見られず、環境基準が未達成

である 

○その理由を探るにはどのような調査が必要かを検討するため、H22 年に専門家か

らなる汽水湖汚濁メカニズム解明調査ワーキンググループを立ち上げた 

○宍道湖、中海のうち物質収支を把握しやすい上流の宍道湖を調査の主対象とした。 

 汽水湖は特有の複雑な水質形成プロセスを有することから、関係する多面的な調

査を実施した 

◇調査、検討内容◇ 

 ①斐伊川からの栄養塩流入量の長期変化（3回目の斐伊川 365日採水調査） 

  ②湖底へのリン蓄積の検討（宍道湖・中海での蓄積解析、宍道湖・中海底質調査） 

 ③CODなどの性質検討（難分解性有機物等の室内分解実験） 

④短期的な水質変動の要因（宍道湖毎週採水調査、植物プランクトン観察、計器による塩水動

態連続観測）その他 

 

２．検討結果 

（１）宍道湖への窒素、リンの流入状況 

①調査及び結果 

○これまで、斐伊川において１年間ほぼ毎日の採水調査(１回目：S58-59、２回目：

H13-14、３回目：H22-23)を３回実施し、斐伊川から流入する窒素、リンの負

荷量の把握を行った。 

○窒素は調査ごとに増加、リンは２回目には低下したものの、３回目は増加し１

回目の値に近づいた（図－１）。 

②流入負荷量と河川流量 

○流入する窒素、リンの負荷量は、河川流量と連動して増える傾向にあり、３回

目は過去２回の調査と比べ河川流量が大きかった（図－１）。 

その結果、３回目は斐伊川からの窒素及びリンの負荷量が増加したと考えられ

る。 

○また、斐伊川流量と流入負荷量の相関図から、斐伊川の低流量時は、窒素、リ

ンともに１回目調査に比べ２回目、３回目調査の負荷量がやや低下しており、

生活系や事業場系の負荷の減少の効果と考えられる（図－２）。低流量時以外で

は、相関図からは負荷量の経年変化の傾向は見られない。 

③その他斐伊川水質濃度変化 

○一方、河川流量による影響以外の視点では、調査ごとに斐伊川の冬季の窒素濃

度の上昇（図－３）や、斐伊川及び最近 10 年の降雨中のリン濃度の上昇傾向

が確認されており（図－４）、３回目調査の負荷量増加の一因と考えられるが、

その起源や宍道湖への影響程度は不明。 



 
  図－１ 斐伊川高頻度採水調査から得られた斐伊川からの負荷量と流量の変化 

 

 

  
図－２ 斐伊川高頻度採水調査における流入負荷量分布 

 

 

（補足） 

・流量が増加すると、それに比例して負荷量も増加し、高流量のとき、リンの負荷量は、窒素より

大きく増加する。 

 

 

 

図－３ 斐伊川高頻度調査における全窒素濃度分布 
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図－４ 

・降雨中の窒素、リン濃度変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

・斐伊川の窒素、リン濃度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・宍道湖湖心の窒素、リン濃度 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 宍道湖内の状況について 

① リンの収支 

・夏季の湖内のリン濃度は、湖底からのリン溶出量により変化する。リンの溶出

は湖底の貧酸素状態で左右される。  

・過去 19 年間(H5.1～H23.12)のリンの平均収支を計算した結果、宍道湖流域か

ら流入するリン量の 55％が湖底に沈降し、そのうち 55％が夏季を中心に底質

から溶出する。（図－５） 

・年間を通して、25％が湖底に堆積すると推定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図－５ 宍道湖における水及びリン収支概略図 
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② 湖内の COD についての知見 

・自然分解しにくい性状の COD 成分は宍道湖内で 2.4～3.4mg/L あり、環境

基準値の３mg/L と同程度である。（図－６） 

・主要な流入河川である斐伊川の難分解性 COD は 1.3～1.5mg/L であり、こ

の差である 0.9～1.9mg/L が湖内での内部生産相当と考えられる。 

                                                                     

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 植物プランクトン相の変化 

・優占種は数週間続くこともあれば、週ごとに頻繁に変わることも確認された。 

・出現種数は、10 種程度から最大 29 種を観察した。 

・培養実験結果により得られたアオコ増殖に適した条件と、宍道湖の過去のアオ

コ発生状況とを比較検証したところ、過去のアオコは、培養実験結果よりもよ

り狭い条件でしか発生していなかった。 

・また、現場及び室内実験での増殖速度を比較検討したところ、室内実験に比べ

現場での増殖速度が遅いことがわかった。 

 

 

 

（３）底質状況について 

○ 平面的な特徴として、窒素は水深 4ｍ以深の南西部から湖心部にかけて高く、

リンは西部が高く東部に向かうほど低い傾向が見られた（図－７）。 

 
 

（４）その他 

○ シジミ漁による栄養塩の持ち出し効果は、シジミ 10,000ｔにつき窒素 45ｔと

推定。 

   

図－７ 平面調査結果（全窒素：TN、全リン：TP） 

図－６ 宍道湖と斐伊川の難分解性 COD の内訳 

 



 

３．まとめ（汚濁のメカニズム） 

① 斐伊川から流入する窒素、リンの負荷量は、過去３回の斐伊川高頻度採水調査

では、全窒素は増加し、全リンは減少後増加した。 

  増加要因として、窒素、リンの流入負荷量は河川流量と連動する傾向があり、

３回目調査期間は流量が多かったことが挙げられる。 

  なお、低流量時は窒素、リンともに１回目調査（30 年前）と比べ、２回目調

査（12 年前）及び３回目調査（３年前）の負荷量がやや低下しており、生活系

や事業系の負荷の減少の効果と推定される。 

一方、最近の斐伊川の冬季の窒素濃度の上昇や、斐伊川及び降雨中のリン濃度

の上昇傾向も確認されており、負荷量増加の要因と考えられたが、その起源や宍

道湖への影響程度は不明。 

 

② 宍道湖流域から流入するリン量の 55％が湖底に沈降し、そのうち 55％が夏季

を中心に底質から溶出することになり、通年では流入するリンの 25％が湖底に

堆積すると推定される。 

 

③  湖内では、河川から流入する窒素、リン及び湖底から溶出したリンを栄養分に

植物プランクトンが繁殖し COD 値上昇の原因の一つとなる。 

また自然では分解されにくい性質の有機物も流入し、かつ湖内でも多く生産さ

れており、それだけで環境基準値（３mg/L）と同程度となるため、湖内のＣＯ

Ｄ値が減少しにくい状況になっている。 

 

④  アオコの原因となる植物プランクトン（ミクロキスティス イクチオブラーベ）

は、培養実験では、水温が高く、塩分が低いと増殖しやすい傾向を確認。 

一方、培養実験結果により得られたアオコ増殖に適した条件と、宍道湖の過

去のアオコ発生状況とを比較検証したところ、過去の発生状況は、培養実験結果

よりもより狭い条件でしか発生していなかった。 

 

 

４．今後に向けて 

 窒素、リンの発生源対策については、下水道等の汚水処理施設の整備が順調に進

み、生活系や事業系の更なる負荷削減の余地が少なくなった。また自然系の削減と

しての、減肥などの農用地対策や森林の適正管理等を行ってきたが、今後更なる対

策を進めるためには、メカニズムの解明を進め、効果的な対策を検討する必要があ

る。 

 

  今後は、アオコの異常発生のメカニズムなどまだ分からない部分の解明や、これ

まで分かったリンの挙動などの知見を対策に結びつけるための調査や検討を行う

必要がある。 

更に水質環境基準だけでなく、豊かな汽水域の生態系など宍道湖、中海のあるべ

き姿も考慮した保全指標とそれに向けた対策を考えていく必要がある。 
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